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総合政策委員会 開催状況 

開催年月日 令和８年９月７日（月） 

質  問 者 民主･道民連合 広田 まゆみ 委員 

答 弁 者 計画局長、土地水対策課長 

質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

一 持続可能な土地利用と第６次北海道国土利用計画・

土地利用基本計画について 

これまで、水資源の保全ですとか、収束はしましたけれ

ども美々川流域における開発、土地利用基本計画などを取

り上げながら、北海道の土地利用の在り方について繰り返

し議論をしてまいりました。 

その中で問題提起してきましたことは、個々の法令に基

づいて適正に手続きが行われていたとしても、それだけで

北海道全体として望ましい土地利用が実現できるのか、と

いうことです。 

こうした中、先日、道内の研究者・専門家有志から北海

道の自然生態系の消失に対する強い危機感とともにネイ

チャーポジティブ、これは国家戦略ですけれど、ネイチャ

ーポジティブの実現に向けた持続可能な土地利用につい

て、道に対して緊急提言が提出をされまして、報道が新聞、

テレビでもあったところです。 

内容を見ますと、そこでは保全上重要な自然環境と既存

の法制度の間のギャップ、ずれですね、自然環境データが

分散している、そして行政の縦割りや市町村の境界を越え

た広域での対応の必要性などが指摘をされております。 

これまで道が進めてきた対応を踏まえながら、北海道の

土地利用行政を更に一歩進化させて行く必要かあるとの

観点から伺っていきたいと思います。 

 

（一）土地利用に関する運用見直しとその効果ついて 

３月の予算特別委員会などでは、違法な開発等の通報窓

口を設置するとともに、悪質性の高い事案に対して、より

迅速かつ実効性の高い対応ができるよう、市町村や関係部

局間の連携強化など、法令等の運用を見直したとの答弁が

ありました。 

こうした見直しについては、問題のある土地利用を早期

に把握し、適切な対応につなげるという意味で重要な前進

であると考えています。 

運用見直し後、違法または不適切な土地利用に関する情

報提供や通報はどの程度あり、そのうち道や市町村が指導

等を行った事案はどの程度あったのか伺います。 

また、指導の回数や内容、指導に従わない場合の事業者

名等の公表を含め、従来の運用から具体的に何が変わった

のか、その効果を道としてどのように評価しているのか伺

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（土地水対策課長） 

水資源保全条例の取組状況等についてでございますが、 

道では、俱知安町の事案を踏まえ、今後の抑止に向けて、 

開発行為に関係する部局が連携し、違反事案を早期に把握

するため情報共有の強化を図っており、昨年１０月に設置

いたしました開発・建設等に関する通報窓口には、本年８

月までに７３件の情報が寄せられ、法令を所管する部局や

市町村との間で情報共有を行っております。 

 また、水資源保全条例に関しましては、悪質なケースは 

一つの事案だけで勧告・公表の手続きに進めるようプロセ 

スを見直した上で、ホームページ等で情報発信を行ったこ 

とに加えまして、水資源保全地域内における土地取引の届 

出の指導を強化したことにより、令和７年度の届出の実績 

は、前年度から約２．５倍に増加しており、引き続き、制 

度の周知と適切な運用に努めてまいります。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

（二）法令遵守だけでは捉えられない「制度的ギャツプ」

について 

実際の数値をいただきまして、ありがとうございまし 

た。 

ここで伺いたいことは、違法な開発や悪質な事案への対

応を強化することは必要でありますし、それはされてきた

ということと思いますが、一方で、今回の研究者・専門家

からの提言が投げかけているのは、法令遵守だけでは捕捉

できない、捉えられない制度的ギャップについてというこ

とです。 

それは、個々の法令に違反していなくても、保全上重要

な湿地や草原、あるいは水資源などが失われる可能性があ

るという問題です。 

提言では、生態学的に重要で守る必要がある自然環境

と、都市計画、森林、農地、自然公園など既存の法制度に

よって実際に保護されている区域との間に「ギャップ」が

あるということが指摘されています。 

第６次北海道国土利用計画・土地利用基本計画では、ネ

イチャーポジティブの考え方に根ざした土地利用・管理を

進めるということが、新たな改正の、ある意味目玉として

掲げられています。 

そうであるならば、法令違反への対応だけではなく、法

令上は開発が可能であっても、北海道として将来に残すべ

き自然環境が存在する地域をどう捉えるのかという視点

が必要になってきます。 

道として、保全上重要な自然環境と現在の土地利用規制

との間に、こうした制度的なギャップが生じ得ることにつ

いて、どのように認識しているのか伺います。 

 

 

（土地水対策課長） 

土地利用への対応についてでございますが、適正な土地

利用の確保に向けて、国は、地方公共団体において、国土

利用計画法のほか、個別法令により規制などの措置を講ず

ることとしており、道といたしましては、土地の取得から

林地開発、土地造成や建築まで各段階に応じ、関係法令等

を所管する部局間の連携を図りながら、適切に法令等を運

用することが重要と考えております。 

本道は面積が国土の２割強で、自然公園も全国一の面積 

を有しており、こうした特性を踏えまして、道では、自然

公園法などの一定の地域を対象とした面での規制ととも

に、土壌汚染対策法など地域に関わらず、一定の行為を規

制する法令等を併せて適切に運用することにより、適正な

土地利用の確保を図ってまいります。 
 
 

【再質問】 

全然問題無いというような答弁なんですけれども、研究

者・専門家の提言で用いられた「制度的ギャップ」という

表現をそのまま私も使ったので、その表現が少し強く受け

止められすぎたのかもしれませんので、少し整理して改め

て再質問します。 

私がここで言うギャップとは、制度そのものに、今ご説

明いただいたように、面での規制や行為を否定するとい

う、制度そのものに欠陥があるという意味ではなくて、そ

れぞれの制度が対象としている土地の持っている価値だ

とか、その実際の指定している範囲の間に生じる「ずれ」

があるのではないかという意味です。 

土地利用についてはさまざまな見方があり、具体的な規

制については、それぞれの法令を所管する部局が、法令に

基づいて対応するということは理解をしております。それ

は真摯にやられているというふうに理解をしています。 

私も、個々の法令や、それぞれの部局の取組が不十分だ

と申し上げたいわけではありませんし、総合政策部に自然

環境保全そのものを担っていただきたいと申し上げてい

るわけでもありません。 

ただ、一つの土地をとっても、農林業の生産の場として

の価値、産業やエネルギーの立地、水資源、生態系、景観、

地域の暮らしなど、さまざまな価値があって、それぞれの

縦の法律で大事に価値が表現されているというふうに思

いますが、例えば、自然環境上重要な場所であっても、現

行法の自然公園などの保護地域に指定されているとは限

りません。これ気候変動で更にその辺多くでてきていま

す。 

（計画局長） 

土地利用への対応などについてでございますが、国土利

用計画法では、都道府県の国土利用計画は、全国計画を基

本とし、土地利用基本計画は、都市地域や森林地域などの

法令等の間の調整を図るため策定するとしております。 

また、国において、生物多様性保全に向けた取組を進め 

る中、全国計画において、「ネイチャーポジティブ」が言

及されており、道の計画でも、全国計画を基本に取りまと

めたところでございます。 

適正な土地利用の確保に向けて、国は、国土利用計画法

のほか、個別法令による規制などの措置を講じるとしてお

り、道としては、国土利用計画法をはじめ関係法令等を適

切に運用していくことが重要との考えのもと、庁内関係部

局が土地利用について調整を行う会議の活用や振興局と

市町村の間での情報共有等により、土地利用に関する施策

間の連携が図られるよう取り組んでまいります。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

更に、森林法上は一定の土地利用が可能であっても、水

循環や流域全体から見れば、より慎重に考える必要がある

場合もあります。また、一つの市町村の区域だけを見れば

適正な土地利用であっても、いわゆる水資源の流域などを

考えれば、より広い範囲で別の評価があり得ます。 

これは、どれか一つの制度が不十分だということではな

くて、それぞれの法律を適切に運用していても、個別法令

だけでは、北海道全体として望ましい土地利用を判断しき

れない場面があるのではないか。私は、そうした制度と制

度、あるいは制度が捉えている土地の範囲に生じる「ずれ」

を問題にしているわけです。 

今回の提言も、自然環境保全という一つの立場だけでは

なく、北海道の持続可能な土地利用を考える幅広い研究者

・専門家から出された問題提起と道として受け止める必

要があると考えます。 

だからこそ、改めて伺いたいのですが、そもそも北海道

国土利用計画・土地利用基本計画は、何のためにあるので

しょうか。 

法律を見ますと、個別法令による規制とは別に、さまざ

まな土地の価値や政策分野を、北海道全体の立場から総合

的、広域的に捉え、必要な調整を図っていくことが、この

計画の重要な役割と位置付けられていると私は考えます。 

そして、第６次計画には、新たにネイチャーポジティブ

という考え方が位置付けられています。この点について

は、繰り返しになりますが、私は評価をしております。 

そこで伺いますが、なぜ第６次計画にネイチャーポジテ

ィブという考え方を新たに位置付けたのか、その経過と目

的を改めて伺います。 

その上で、個別法令の適切な運用を前提としながらも、

それだけでは判断しきれない土地利用上の課題に対して、

この計画が持つ総合調整機能を発揮していく必要がある

と考えますが、その必要性についてどのように認識し、今

後どのように生かしていくお考えなのか、改めて見解を伺

います。 

 

（三）科学的データを土地利用の判断につなげる仕組み

について 

庁内関係部局との土地利用について調整を行う際の活

用ですとか、振興局と市町村との間の情報共有というの

は、今までも進めてこられたということで、今日的な土

地利用の課題に対応していないと思うんですね。あとで

まとめて指摘したいと思いますが、次の質問に移ります。 

今後、これから必要なのは、もちろん、今、総合政策部

に土地の利用規制をして欲しいと言っているわけではな

いんですよ。法律上、できないですから。自治体には残念

ながら、権限が今の日本の法律上では許されていないの

で。 

ただ、一番大事なことは、こうした先ほどから申し上

げているギャップですね。実際の土地利用の法制度と現

実のズレというのを把握するためには、科学的なデータ

に基づいて土地の価値や特性を把握することが重要だと

考えます。 

北海道には、森林、農地、湿地、水資源、生物多様性、 

災害リスク、自然公園など、土地利用に関係するさまざま

な情報がもう既にあります。大学や研究機関、市民団体な

どにも、長年にわたって蓄積された自然環境に関するデー

タがあります。５月の委員会においても、国土利用や管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（土地水対策課長） 

土地情報などの取扱いについてでございますが、広大な

土地面積を有する本道において、違法な開発行為の抑止を

含め適正な土地利用の確保を図るためには、地域の現状を

よく知る市町村と連携し、制度上の手続きや土地利用の状

況を把握しながら、多岐にわたる法令等の運用を適切に行

うことが重要と考えております。 

土地利用に関する情報の取扱いに関しては、国におい

て、デジタル技術の開発等を推進することで、国土利用、

管理の効率化・高度化を図ることとしており、道といたし

ましては、国のデジタル化などの検討状況も注視しなが

ら、関係法令等の手続きをわかりやすく整理した一覧表

や、地域指定の状況が分かる図データ等を、誰もが利用・

閲覧できる道のホームページで公開しており、引き続き、

土地利用に関するデータが広く活用されるよう努めてま

いります。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

において、デジタルトランスフォーメーションや GIS の活

用についても質問させていたただきました。 

今回の専門家の提言では、自然環境に関する情報が各機 

関に分散しているということが、科学的根拠に基づく土地

利用の意思決定を難しくしているのではないかとの指摘

もありました。これは、将来世代に対する機会の喪失にも

繋がっているわけです。 

必要なのは、単にデータを集めて、各部局やいろんなと 

ころが保持していることではなく、それらを重ね合わせ

て、実際の土地利用の判断に活用できる形にすることでは

ないでしょうか。 

例えば、GIS 等を活用し、自然環境、水資源、災害リス 

クなどの情報を重ね合わせることで、保全上重要な地域

や、開発に当たって慎重な検討が必要な地域をあらかじめ

把握することも可能になると考えます。 

こうした科学的データを、庁内だけでなく、市町村、大 

学、研究機関などとも共有し、土地の利用の早い段階での

判断や調整につなげる仕組みへ、良質な投資を北海道に呼

び込むためにも、発展させていく必要があると考えます

が、道の見解を伺います。 

 

（四）流域を単位とした広域的な土地利用調整について 

次の質問をします。 

流域を単位とした広域的な土地利用調整について、これ

まで、水資源保全条例に関して繰り返し提言を重ねてきた

ところです。 

この条例は、水源周辺における土地取引を事前に把握

し、適正な土地利用につなげることを目的として、市町村

からの提案を基本に水資源保全地域を指定する仕組みで

あり、これは条例制定当時の課題に対応するものとして、

国内でも先行して作られてきたので、重要な役割を果たし

てきたと認識をしています。 

一方、繰り返し提案を重ねておりますけれども、現在の

土地と水をめぐる課題は、土地取引だけの問題ではありま

せん。 

地下水、河川、湿地、生態系は市町村境界を越えてつな

がっています。そして、大規模な開発による影響について

も、一つの土地、一つの市町村だけを見るのではなく、例

えば、流域全体の水循環や生態系の観点からも捉える必要

があります。 

今回の研究者・専門家からの提言でも、流域単位での環

境影響評価や、市町村を越えた広域連携を北海道が主導す

ることが求められています。 

これまで道からは、関係部局間の情報共有や、市町村、

振興局、本庁の連携を強化するとの答弁が、従来からある

調整会議を含めて繰り返しされていたわけですけれども、

そこからさらに一歩進み、広域自治体である北海道が、例

えば、水源の流域を一つの単位として、土地利用、水資源、

生物多様性などを積極的に把握をし、市町村や関係部局を

調整する仕組みについて検討する必要があると考えます

が、見解を伺います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（土地水対策課長） 

水資源の保全に向けた取組についてでございますが、本

道では、主要な河川の流域面積や地下水などの主な水源地

となる森林の面積は、全国の約２割を占めており、道とい

たしましては、川上にある森林地域から、下流域の農業・

都市地域まで、都市計画法や森林法、農地法など関係する

法令等に基づき、適正な利用が確保されるよう取り組んで

いるところでございます。 

また、土地利用の状況は、地域ごとに異なる実態にある

ため、関係法令等を所管する各部局による横の連携はもと

より、現状をよく知る市町村と振興局、本庁による縦の連

携の両方を図ることが重要との考えのもと、道では、本庁

や振興局、市町村の連携強化に向け、関係法令等の運用の

見直しを行ったところであり、今後も、市町村などとの情

報共有を図りながら、適正な土地利用の確保に取り組んで

まいります。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

（五）第６次計画を「後追い」ではなく「予防」に生かす

ことについて 

質問としては、最後になりますけれども、この第６次北

海道国土利用計画・土地利用基本計画をですね、何か事件

が起こったときに対応するとか、そういうことにするので

はなくて、予防にもっと積極的に生かしていただきたいと

思っています。 

繰り返しになりますけれども、前回も少し議論させてい

ただきましたが、この第６次北海道国土利用計画・土地利

用基本計画は、これまで別々だった二つの計画が統合さ

れ、そして、ネイチャーポジティブをはじめ、これからの

北海道の土地利用を考える上で重要な方向性が示されて

いると。この点は、私としても評価をしています。 

また、違法な開発等に対する通報窓口の設置や、関係部

局、市町村等との連携強化など、道が一定程度、対応を進

めてきたことについても評価をしたいと思います。ただこ

れが、今までの仕事の延長線上でしかないわけです。 

今回の研究者・専門家からの提言も踏まえると、次に問

われているのは、問題が生じてから対応する仕組みだけで

はなくて、問題が生じる前に、北海道として望ましい土地

利用へ情報共有を含めて誘導する仕組みではないかと思

います。 

半導体関連産業やデータセンター、再生可能エネルギー

など、新たな投資が進むことは、私としても北海道にとっ

て大きな可能性であると考えています。 

だからこそ、開発か保全かという二者択一ではなく、科

学的なデータに基づいて、ただ、市町村と意見交換とか、

情報共有を密にするだけでなくて、いろんな有識者の人か

ら提言が出でいるわけですから、そういう人たちとも連携

して科学的データに基づいて自然環境や水資源など守る

べき価値をあらかじめ共有し、事業者の皆さんにとっても

予見可能性のある土地利用のルールを示すことが重要だ

と考えます。 

個別の開発計画が具体化してから関係法令に照らして

対応する「後追い型」から一歩進んで、開発構想の早い段

階から、保全と活用の両面について調整できる「予防的な

土地利用」へと進めていく必要があると考えます。 

第６次計画を、こうした実際の土地利用の判断や調整に 

生かすため、総合政策部として、関係部局、市町村、研究

機関などを横断したまさに総合調整機能を今後どのよう

に強化していく考えなのか伺います。 

 

（計画局長） 

今後の対応についてでございますが、適正な土地利用の

確保には、国土利用計画法をはじめ、多くの法令等が関係

しており、違法な開発行為などの抑止に向けては、法令等

を事前に広く周知し、理解いただきますとともに、土地利

用の関係者が必要な手続きを行うなど、適切な対応が行わ

れるよう事前に促すことが重要と考えております。 

 道といたしましては、是正指導など事案発覚後の対応は

もとより、地域指定の状況がわかる土地利用基本計画図の

データや開発行為に関係する法令等を整理した一覧表を、 

ホームページで提供するなど、未然防止の取組を進めるほ

か、国に対し、現在、整備が進められている所有者情報の

データベースと各種法令等の手続き状況とを連携させる

仕組みの構築を要望しており、こうした対応を通じ、適正

な土地利用の確保が図られるよう、取り組んでまいりま

す。 

 

【指摘】 

最後に指摘して、終わります。 

今日の討論を通じて、道が現行法令の適切な運用、関係

部局や市町村との情報共有、違反の未然防止を強化してき

たことは理解いたしました。その取組は重要ですし、一定

の数値でのご答弁もありましたので、成果も評価をしてい

ます。しかし、私が求めているのは、その先ということな

んですね。 

第６次計画にはネイチャーポジティブという考え方が

明記されています。 

これを具体的にどうするのかをきちんと示していただ

きたいと思います。 

 

もちろん総合政策部だけでできることではありません

けれども、また、科学的データについても、制度上の手続 

きや土地利用の状況を把握し、情報を公開することと、自 

然環境などの科学的知見を実際の土地利用の判断に生か 

 

－５－ 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

すということは、改めて、別の課題に、連携の仕方も変わ

ってくるわけです。 

流域についても、市町村の手上げ方式から広域的に科学

的データを共有するという方向にいかないと、世界から投

資を呼び込む北海道としては、非常に恥ずかしいんではな

いかと思います。 

現行の北海道水源保全条例においても、水源が広域にわ

たる場合や、知事が特に必要と認める場合には、市町村の

区域を越えた水資源保全地域の指定が可能とされていま

す。既に道の制度の中にも広域的な視点から土地利用を捉

える考え方があるわけです。こうした考え方も生かしなが

ら、広域の予防的な土地利用の在り方について、更に検討

を進めていただきたいというふうに思います。 

道が示された知事の再生可能エネルギーに関する共生

のメッセージもそうですけれども、法令違反を未然に防ぐ

ため、必要な手続きを事前に周知し、適切な対応を促すと

いう取組はもちろんとても重要ですが、私が求めている予

防的な土地利用計画というのは、開発計画が具体化する前

から科学的根拠に基づいて、守るべき場所や慎重に扱うべ

き場所を共有し、望ましい土地利用へと誘導していくこと

です。 

法令に違反しないことと、北海道として将来世代のため

に望ましい土地利用であることは、必ずしも同じではない

ということは、答弁ではお答えいただけていないんですけ

れど、現実としてご理解はいただけているんではないかと

いうふうに思います。 

是非、第６次計画にネイチャーポジティブを位置付けた

以上、それを計画上の言葉だけには終わらせず、実際の土

地利用の判断にしっかりつなげていただきたい。 

北海道としてどの土地の価値を守り、どこでどのような

利用を進めていくのか、その全体像を示す必要があると考

えます。 

個別の制度運用の問題を超えて、北海道の将来の土地利

用をどう考えるのかという、政策判断に関わる問題だとい

うことを引き続き議論していくことを申し上げまして、こ

こでの質問を終わります。 
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